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―

　現行の、「子育て総合相談窓口」では、家
庭児童相談員・保健師等を配置し、児童虐待
通告に基づく調査・指導・援助活動や、各種
子育て相談への助言、子育て支援サービスに
関わる情報提供等を行っている。相談件数
は、平成28年1月末で1,357件となっており、
対前年同月で約1.6倍に増加している。ま
た、養護に関する相談では、複雑化・重症化
している事例が増加している状況にある。こ
うしたことから、子ども未来部の特色である
妊娠期から子育て期までの切れ目ない支援を
行うため、「子ども相談センター」を設置
し、臨床心理士や保健師等を拡充すること
で、相談体制の強化を図って行くほか、母子
健康手帳の交付を行うことにより、妊婦から
の相談にも対応していく。更に要保護児童対
策地域協議会に分科会を設置して内容の充実
を図り、児童虐待の予防・早期発見・重症化
防止にも取り組んで行く。

― ― ― 実施 ―

主要
3-2-1
子育て総合相談窓口運営事業費
(子ども相談センター設置事業）

15,748 推進 推進
子ども未来部
子ども支援課

実施

・平成28年12月議会において「甲府市事務分
掌条例の一部改正」を提案し、「子ども未来
部」として承認を得た。
・条例施行日を平成28年4月1日とした。

　妊娠期から子育て期までの切れ目ない支援
体制の推進など、「子ども未来部」創設によ
る効果的な市民サービスの増進を図ってい
く。 ― ― 推進 ― ― ― ― ―

総務部
人事課

2
（１）
「こども最優先のまち」を創る

すこやか子育て医療費助成の拡充

　これまで子どもの医療費の保険診療に係
る自己負担分の助成については、小学校６
年生までを対象としてきたが、平成２８年
１月から中学校３年生まで拡大し、子育て
家庭の医療費負担の軽減を図る。

準備・実施 推進 推進 推進 実施

・平成27年4月27日
　すこやか子育て医療費助成事業の助成対象
年齢を窓口無料方式により、平成28年1月1日
から中学3年生（満15歳に達する日以後の最
初の3月31日）までとすることを決定。
・平成27年6月
　6月議会において条例改正案、補正予算案
が可決。
・平成27年8月17日
　助成対象年齢の拡大対象者に通知・申請書
を送付し、申請受付を開始。
・平成27年12月21日
　申請のあった助成対象年齢の拡大対象者
に、受給資格証を発送。
・平成28年1月1日
　対象年齢を中学3年生（満15歳に達する日
以後の最初の3月31日）として助成を開始。
・平成28年3月22日
　小学生以下の助成対象者に有効期限を延長
した新たな受給資格証を発送。

　持続可能な制度の構築のため、国民健康保
険課などと連携を図るなど、更なる医療費の
抑制策を推進していく。

実施
3-2-1
すこやか子育て医療費助成事業費

656,000 推進

　今後は市民に対して、周知を
徹底していく。

主要
3-2-1
すこやか子育て医療費助成事業費

724,257 推進 推進
子ども未来部
子ども支援課

3
（１）
「こども最優先のまち」を創る

放課後児童クラブの拡充

　これまで小学校３年生までを対象として
いた放課後児童クラブ（注１）の受入れを、
平成２７年度より段階的に拡大（注２）し、
放課後も児童が安心して活動できる環境を
確保する。

（注１）児童が帰宅しても仕事や病気などで保護者が家
庭にいない小学３年生までの児童を対象に、放課後一時
的に児童の世話をし、児童の健全な生活と豊かな心の育
成を図る。
（注２）予定
　　 ○平成２７年度までに小学校４年生まで受入れ。
　　 ○平成２８年度までに小学校５年生まで受入れ。
     ○平成３０年度までに小学校６年生まで受入れ。

実施 拡充 拡充 推進 実施

　幼稚園や保育園等の既存社会資源を活用す
るなかで民間委託の放課後児童クラブを拡充
し、小学4年生の受入れを行った。
　
・平成27年度実績（平成28年3月1日時点）
【児童クラブ設置クラブ数】
　41クラブ（直営30・民間11）
【児童クラブ利用者数】
　1,414人（小学4年生54名）

　平成30年度までに、小学校6年生までの受
入れが行えるよう、計画的な取組を推進して
いく。

経常
3-2-2
放課後児童クラブ運営事業

155,085
拡充

　平成28年度は小学5年生の受入
れを行う。

平成28年度予定
【児童クラブ設置クラブ数】
　46クラブ（直営30・民間16）
【児童クラブ利用者数見込み】
　1,564人（小学5年生を含
む。）

主要
3-2-2
放課後児童クラブ運営事業

190,576
拡充

拡充

（平成30年度ま
でに小学6年生
までの受入れを

行う。）

子ども未来部
子ども保育課

4
（１）
「こども最優先のまち」を創る

放課後子供教室の計画的な整備

➢放課後児童クラブの拡充

　すべての就学児童が放課後などを安全・
安心に過ごし、さまざまな体験活動を行う
ことができるよう、放課後児童クラブと一
体的な整備を計画的に進める。

➢平成２７年度　新紺屋小学校で実施
準備・実施 拡充 拡充 拡充 実施

  協議会を立ち上げ、1月に一体的な運営を
開始した（新紺屋小）。

　平成28年度以降の計画的な取組を推進し、
平成30年度までに何校の一体化が可能か検討
を進める。

経常
10-7-1
放課後子供教室推進事業費

6,165 推進

　今後は、福祉部と協議を進め
連携をとりながら、平成28年度
に2校目の一体型を実施してい
く。

主要
10-7-1
放課後子供教室推進事業費

11,956 推進 推進

教育部
生涯学習文化課

子ども未来部
子ども保育課

5
（１）
「こども最優先のまち」を創る

サポートティーチャーの拡充

　各種教育支援活動を拡大することによ
り、きめ細かな教育を充実させ、児童生徒
の健全育成と学力の向上などを図る。

➢大学生や地域人材（教員ＯＢ）などを想定 準備 試行・検証 実施・検証 実施・検証 準備

  市内大学との連携強化を進め、教育支援ボ
ランティアの安定的な確保策を構築に努める
とともに、教育支援活動に係る各種施策の整
理と事業統合を検討してきた。本年度は、教
員OBなどの地域ボランティアを157名(学生
124名、地域ボランティア29名)登録し、各校
へ1,750回派遣した。

　きめ細かな支援体制の継続的な推進を図
り、子どもたちの学力の向上と健全な育成を
図る。 実施　10-2-2

教育支援ボランティア活用事業費(小)

実施　10-3-2
教育支援ボランティア活用事業費(中)

480 試行

　引き続き、児童生徒に対する
きめ細かな支援体制の充実を図
る。 主要　10-2-2

サポートティーチャー事業費(小)

主要　10-3-2
サポートティーチャー事業費(中)

59,266 実施 実施
教育部

学校教育課

6
（１）
「こども最優先のまち」を創る

少人数学習の推進

　小学校３年生への進級時には、学習内容
が抽象化され内容的にも増加する。また、
小学校１・２年生時の３０人学級から３５
人学級に編成が変わることから、臨時教職
員を加え、学級内を少人数集団に分けて授
業を行うことにより、これまで以上に丁寧
で細かな指導を実践する。

試行 試行・検証 試行・検証 試行・検証 試行

  指定校(羽黒小・善誘館小)との情報共有と
効果検証に努めてきた結果、子どもの学習意
欲の向上や学習内容の理解促進が成果として
認められている。

　平成28年度以降の計画的な取組を推進し、
平成30年度までに何校の実現が可能か検討を
進める。
　※グループ編成の基準のあり方が課題とし
て挙げられている。

経常
10-2-2
教育指導費

5,627 試行

　平成28年度も引き続き、同
校、同児童で検証を続けていく
予定である。

一般
10-2-2
教育指導費

5,698 試行 試行
教育部

学校教育課

7
（１）
「こども最優先のまち」を創る

学校内外の危機管理体制の整備

　いじめや不登校、暴力行為、体罰、登下
校中の不審者などをはじめ、子どもたちを
取り巻く環境が厳しさと危険を増す中、子
どもたちの生命を最優先に考え、子どもた
ちが安全・安心な学校生活を送ることがで
きるよう、学校内外における危機管理体制
の整備を図る。

準備 実施 推進 推進 準備

  山梨県警と「甲府市立学校・警察パート
ナーシップ制度」の構築に向けた協議を進
め、当該制度に係る要領を策定し、2月26日
に「甲府市教育委員会と警察との相互連携に
関する協定」を締結した。また、いじめ、不
登校、学校防災・危機管理を担う担当指導主
事の増員及び組織整備を検討してきた。

　指導主事、スクールソーシャルワーカー、
スクールサポーターによる危機管理体制の構
築に向けた取組を推進する。

経常
10-2-1
教職員人事管理費

10-2-2
教育指導費(小)

10-3-2
教育指導費(中)

4,075 実施

　今後は、関係機関との連携を
一層密にする中で、学校現場で
の危機管理体制を強化してい
く。

主要
10-3-2
学校危機管理体制整備事業費

13,485 推進 推進
教育部

学校教育課

8
（１）
「こども最優先のまち」を創る

遊亀公園や附属動物園の整備

　遊亀公園附属動物園が平成３１年に開園
１００周年を迎えるにあたり、子どもの思
い遣る心を育むとともに、子育て世代が安
らぎと憩いを感じられるような「こども公
園」の要素も付加した市民に愛される公園
を整備する。

準備・推進 準備・推進 準備・推進 準備・推進 準備

　平成27年6月24日に第1回甲府市遊亀公園・
附属動物園策定委員会を開催し、計6回の策
定委員会による検討を経て、甲府市遊亀公
園・附属動物園整備計画（案）をまとめ、2
月3日に市長へ報告した。

　「甲府市遊亀公園・附属動物園整備計画」
を策定するなど、計画的な取組を推進する。

実施
8-3-6
動物園整備事業費

9,612 準備

　今後は、引き続き地域住民へ
計画案の説明を行う中で、パブ
リックコメントを実施し計画を
策定する。また、整備に関わる
事業手法についても併せて検討
していく。

主要
8-3-6
動物園整備事業費

3,524
（事業手法を決定後、補正

予算を要求する予定）
準備 実施

建設部
公園緑地課

こうふ未来創り重点戦略プロジェクト施策・事業に係る進捗状況等一覧  (プロジェクト掲載順）　○平成２８年６月末日現在

所管部・課NO.

執行計画（平成２７年６月現在）

基本政策 施策・事業等の名称
※➢は、関連する施策・事業

概要

主な実績等と今後の予定

（１）
「こども最優先のまち」を創る

「子育て支援部（仮称）」の創設

　子育てに関する事業や相談窓口体制を充
実し、子どもを産み育てる良好な環境の整
備を図るため、子育て施策に特化して取り
組む「子育て支援部（仮称）」を創設す
る。

― ―1 準備 実施

1



平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成２７年度 主な実績等 課題等 主な実績等に伴う事業名等 平成２７年度実績額
（単位：千円）

平成２８年度 平成２８年度の予定 平成２８年度に実施予定の事業名等 平成２８年度当初予算額
（単位：千円）

平成２９年度（予定） 平成３０年度（予定）

所管部・課NO.

執行計画（平成２７年６月現在）

基本政策 施策・事業等の名称
※➢は、関連する施策・事業

概要

主な実績等と今後の予定

準備

①介護予防・日常生活支援総合事業の実施
・予防給付の訪問介護、通所介護等の地域支
援事業への移行に向けた協議を部内関係課と
行い、1月に実施方針を決定した。
・平成28年2月に、介護サービス事業所及び
居宅介護支援事業所等に向けた説明会を実施
した。
・3月広報で特集を組み、市民への周知を
行った。
・実施についての要綱を作成した。

①介護予防・日常生活支援総合事業の実施
・生活支援サービスの検討を行うための協議
体の発足に向けた取組の推進。

実施

①介護予防・日常生活支援総合
事業の実施
　生活支援サービスの検討を行
うための協議体の発足に向けて
準備を行う。

推進 推進

実施

③ 認知症対策の推進
・市内9ヶ所の地域包括支援センターへ認知
症地域支援推進員を配置した。（平成27年4
月）
・民間の事業者と協定を結び、通常業務の範
囲内で高齢者の見守りや、行方不明高齢者の
発見に協力をしてもらう「甲府市高齢者見守
りネットワーク事業」を開始した。（平成27
年10月）
・平成27年12月17日　第1回協定書調印式
・認知症高齢者を抱える家族の支援として、
「認知症カフェ」を委託により実施した。
（平成27年10月から1ヶ所、月１回実施）

③ 認知症対策の推進
・認知症初期集中支援チームの設置に向けた
検討。
・認知症カフェの拡大。
・「甲府市高齢者見守りネットワーク事業」
での協力事業者の拡充。

推進

③ 認知症対策の推進
・認知症初期集中支援チームの
設置に向けた検討。
・認知症カフェの拡大。
・「甲府市高齢者見守りネット
ワーク事業」での協力事業者の
拡充。

推進 推進

　今後も、生涯学習のさらなる
推進に努める中で、大学との連
携を行いスポーツ教室の拡充を
図るとともに、新たな「山の
日」制定に伴い、登山教室を林
政課との共催開催を検討して行
く。

推進

　施設や道路等のハード面に限らず、提供す
るサービスや情報等のソフト面も含め、「甲
府市ユニバーサルデザインガイドライン」に
基づいた取組を推進した。

　ソフト面、ハード面ともに、ユニバーサル
デザインの一層の普及啓発を図っていく。

― ― 推進

　今後もユニバーサルデザイン
について普及啓発を図ってい
く。

― ― 推進 推進
企画部
企画課

準備

甲府駅南口駅前広場自由通路内エレベータの
設置

準備
建設部

都市計画課

10会計　介護保険事業特別会計

①地域包括ケア体制分
　3-2-1
　包括的支援事業
②介護予防・日常生活支援総合事業の
実施
　3-2-4
　生活支援体制整備事業
　3-4-1
　介護予防・生活支援サービス事業
　3-4-2
　介護予防ケアマネジメント事業
　3-5-1
　地域リハビリテーション活動支援事
業
③在宅医療・介護連携の推進
　3-2-2
　在宅医療・介護連携推進事業
④認知症対策の推進
　3-2-3
　認知症総合支援事業

　3-3-1
　認知症高齢者見守り事業

　

　　①267,925

　　②596,268

　　③1,003
　

　　④397

福祉保健部
高齢者福祉課
介護保険課

準備

②在宅医療・介護連携の推進
・医療関係者、介護関係者、学識経験者、行
政関係者等の構成による「甲府市在宅医療・
介護連携推進会議」を立上げ、代表者会議、
ワーキンググループ（WG）での検討を合計6
回行った。
　平成27年 8月25日　第1回代表者会議
　平成27年 9月30日　第1回相談体制構築WG
　平成27年10月28日　第1回提供体制構築WG
　平成27年11月26日　第2回相談体制構築WG
　平成28年 1月20日　第2回提供体制構築WG
　平成28年 2月26日　第2回代表者会議
・市内の医療機関、介護サービス事業所等の
マップを作成し、本庁舎2階フロアに設置し
た。（平成28年3月）
・市内の医療機関、介護サービス事業所等の
所在地などの情報を市内9ヶ所の地域包括支
援センターの区域ごとに掲載した小冊子を作
成した。

②在宅医療・介護連携の推進
・5月広報誌の配布に合わせ、小冊子を全戸
配布する。
・在宅医療と介護の連携についてのアンケー
ト結果に基づく検討。
・「甲府市在宅医療・介護連携推進会議」の
継続。

準備

②在宅医療・介護連携の推進
・5月広報誌の配布に合わせ、小
冊子を全戸配布する。
・在宅医療と介護の連携につい
てのアンケート結果に基づく検
討。
・会議の継続。

準備 準備

・アクションプラン（案）を作成した。 アクションプランの策定に向けた取組の推進 　介護保険運営協議会におい
て、アクションプラン（案）
を説明し、意見を求める。（4月
下旬　策定予定）

主要10-7-2
文化振興基金事業費

主要10-8-2
スポーツ振興事業費 1,000

4,189

推進 推進

9
（２）
「人生を思いきり楽しめるまち」を
創る

地域包括ケア体制の構築

①介護予防・日常生活支援総合事業の
実施

②在宅医療・介護連携の推進

③認知症対策の推進

地域包括ケア体制の構築
　甲府スタイルの地域包括ケア体制の構築
に向け、「介護予防・日常生活支援総合事
業の実施」、「在宅医療・介護連携の推
進」、「認知症対策の推進」などの重点事
業に早急に取り組むとともに、制度の動き
を的確に把握しながら、地域や関係団体の
あり方を含めた「地域包括ケア推進計画
（アクションプラン）（仮称）」を策定し
事業を推進していく。

① 介護予防・日常生活支援総合事業の実施
高齢者が要介護状態等となることの予防
や、要介護状態等の軽減若しくは悪化の防
止を目的とした訪問型・通所型・生活支援
サービスなどの多様なサービスを、平成２
８年４月から介護予防・日常生活支援総合
事業として一体的に提供する。

② 在宅医療・介護連携の推進
医療や介護が必要な状態となっても、高齢
者が住み慣れた地域で自分らしい暮らしを
人生の最後まで続けることができるよう、
関係機関が連携し、在宅医療と介護を一体
的に提供できる体制を構築する。

③ 認知症対策の推進
認知症地域支援推進員の配置や、認知症初
期集中支援チームの設置に向けた取組を進
めるほか、地域や企業などの協力を得る中
で、認知症高齢者等を見守るネットワーク
の構築や認知症高齢者を抱える家族の支援
など、総合的にフォローする体制づくりを
推進する。

準備・実施・推進 準備・実施・推進 準備・実施・推進 実施・推進

10会計　介護保険事業特別会計

①地域包括ケア体制分
　3-2-1
　包括的支援事業
②介護予防・日常生活支援総合事業の
実施
③在宅医療・介護連携の推進
　3-2-2
　在宅医療・介護連携推進事業
④認知症対策の推進
　3-3-1
　認知症高齢者見守り事業

①256,605

②予算なし

③512

④448

準備

11
（２）
「人生を思いきり楽しめるまち」を
創る

ユニバーサルデザインの推進

　年齢・性別・国籍・障がいの有無など個
人の様々な状況に関わらず、誰もが参加し
やすく、暮らしやすい地域社会を創るた
め、ハード整備だけでなく、提供される
サービスや情報などソフト面を含めたユニ
バーサルデザインの考え方を基調とする幅
広い視点に立った施策を進める。

推進 推進 推進 推進

教育部
生涯学習文化課

スポーツ課

実施

10
（２）
「人生を思いきり楽しめるまち」を
創る

生涯学習の更なる推進

　すべての市民が、生きる喜びと希望を持
ち、人生の充実を感じて暮らしていけるよ
う、「こうふエンジン０２（注３）（仮
称）」の開催をはじめ、様々な質の高い芸
術文化に触れる機会を創出する。
また、生涯にわたってスポーツに親しみ、
健康で活力に満ちた生活を送っていけるよ
う、それぞれのライフステージにあったス
ポーツを身近に楽しめる取組を進め、心身
両面から健康の増進に努めるとともに、
ウォーキングやトレイルランなど、豊かな
自然環境等を活かしたスポーツ振興と情報
発信に努め、甲府の魅力を高める。

（注３）平成２５年度に実施されたエンジン０１文化戦
略会議に引き続き、２回目となる文化人による講座など
の実施。

実施 推進 推進 推進 実施

　市民に質の高い文化芸術に触れ親しむ機会
を提供するため、次の事業を実施した。
・こうふエンジン02（12月12～13日）参加者
1,580人
　こうふエンジン関連事業パネル展示
　（12月2～14日）観覧者 1,600人
・市川喜昇歌舞伎公演（9月4～5日）参加者
2,000人
・奥山眞佐子ひとり芝居（3月19日）参加者
500人
　
　生涯スポーツについては、各種大会及び巡
回スポーツ広場を次のとおり実施した。ま
た、地域資源の一つである大学の指導者及び
施設を活かしたスポーツ教室を実施した。
　・市民体育大会　参加者 7,770人
　夏季大会（平成27年9月6日）
　冬季大会（平成28年2月7日・28日）
・ライフスポーツ大会（11月1日）参加者
1,500人
・ウォーキング大会（4月19日・11月29日）
参加者 182人
・スポーツ教室
　年間20教室開催　参加者 513人（予定）
　※うち大学による教室含む
・巡回スポーツ広場（6月28日）参加者 69人
・トレイルランニングレース（12月13日）参
加者 517人

　スポーツをはじめ生涯学習の更なる推進を
図るため、「山の日」や「スポーツビュー
ロ」などと連携した取組を進める。

実施10-7-2
文化振興基金事業費

実施10-8-2
スポーツ振興事業費

5,800

4,208

推進

準備 実施

2



平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成２７年度 主な実績等 課題等 主な実績等に伴う事業名等 平成２７年度実績額
（単位：千円）

平成２８年度 平成２８年度の予定 平成２８年度に実施予定の事業名等 平成２８年度当初予算額
（単位：千円）

平成２９年度（予定） 平成３０年度（予定）

所管部・課NO.

執行計画（平成２７年６月現在）

基本政策 施策・事業等の名称
※➢は、関連する施策・事業

概要

主な実績等と今後の予定

　今後は、「首都圏広報官チー
ム」を改め、組織横断的に取り
組む。
　また、甲府スポーツビューロ
のメンバーによる中学生を対象
とした講演会を予定している。
　更に、甲府スポーツビューロ
のメンバーによるスポーツを通
じたイベント等の開催を予定し
ている。

東京事務所の設置も視野に入れた新たな視点
に立った首都圏などでのシティプロモーショ
ン活動を推進

実施

・平成27年4月に空き屋等所有者に対して、
使用実態とバンク登録への意向調査を実施
し、バンク登録の意向を示した所有者に対し
て、登録干渉を行った。
・平成27年11月に、本市と連携する中で、
LLCまちづくり甲府ホームページより「甲府
まちなか時間貸し駐車場検索」をスタートし
た。
・平成27年9月と10月にリノベーションシン
ポジウムを開催するとともに、11月には「ま
ちのトレジャーハンティング＠甲府」を開催
した。
・中心市街地定住促進事業補助制度について
は、現状維持である。
・甲府銀座ビルの再整備事業にあわせた周辺
環境の整備及び甲府市中心市街地活性化基本
計画区域内における高度利用地区内の新築耐
火建築物に対する税負担の軽減については、
中心市街地活性化基本計画に事業追加をして
平成28年3月の変更認定を申請。

　現在取り組んでいる事業の検証を行う中
で、今後も中心市街地の活性化に資する取組
を推進していく。

実施
2-1-9
中心市街地活性化基本計画推進事業費

　・2,300
　・繰越明許費 19,660

推進

　中心市街地まちづくり会議等
により、中心市街地活性化に資
する事業の調査・研究等を行う
中で、必要に応じて、中心市街
地活性化基本計画に事業追加を
していく。（一部は中心市街地
商業等活性化事業に変更）

主要
2-1-9
中心市街地活性化基本計画推進事業費

2,450
推進 推進

企画部
地域振興課

産業部
商工課

実施

・甲府市市税条例の一部改正
・平成28年3月市議会定例会へ本条例案を提
案
・平成28年4月1日から施行

※改正の概要
　甲府市中心市街地活性化基本計画に定める
区域内のうち、高度利用地区内の土地の合理
的かつ健全な高度利用と都市機能の更新を図
るため、地方税法第6条第2項の規定に基づ
き、都市再開発法第138条第1項に規定する耐
火建築物に係る固定資産税の不均一課税を行
う。

　甲府銀座ビルの再整備事業の進捗状況を注
視するなど、本制度を効果的に活用した中心
市街地の活性化を図る。

中心市街地活性化支援のための税制の
導入

― 推進 ― ― ― 推進 推進

市民部
資産税課

企画部
地域振興課

実施

中心市街地定住促進事業補助制度の推進
　中心市街地定住促進住宅取得支援事業補助
を12件、中心市街地定住促進住宅改修支援事
業助成を4件行った。

　事業の検証を行うなど、中心市市街地の定
住の一層の促進を図る。

実施
8-3-2
中心市街地定住促進事業費

5,582 推進

　今後も同様の支援を行う。

主要
8-3-2
中心市街地定住促進事業費

3,500 推進 推進
建設部

都市計画課

実施

甲府銀座ビルの再整備事業及び周辺環境の整
備
・平成27年12月15日に平成27年度優良建築物
等整備事業補助金交付決定を行った。
・平成28年1月に既存解体工事完了し、平成
28年2月24日に施行者が起工式を行い、本体
工事に着手した。

　事業の進捗状況などを確認していく。

実施
8-3-1
都市基本計画推進事業費

　・110,926
　・繰越明許費
465,122

推進

　今後も年度ごとの事業の進捗
を図る。

主要
8-3-1
優良建築物等整備事業費

308,420
推進 ―

建設部
都市計画課

①甲府ブランド認定制度
  今後も継続してPR及び販路拡
大の支援を行う。

②「甲府市中心市街地空き店舗
活用事業補助金交付制度の推
進」
　今後も、同補助金の周知を図
り、ジュエリー・クラフト関係
店舗の集積に努める。

推進

実施

①甲府ブランド認定制度
【制度について】
平成27年10月にクラフト系部門、農林産物部
門を新設した。併せて、部門ごとにロゴマー
クを設けることで、部門が複数あることを明
確化し、それぞれの部門ごとに合ったPRおよ
び販路拡大を図った。
【認定品について】
・クラフト系部門第1号認定「ジュエリー・
TOLABO×1DKシリーズ」（平成27年10月）
・食品部門第5号認定「清酒　純米大吟醸
帯那」平成28年3月審査会予定
【認定品のPRについて】
・クラフト系部門については、認定1号
「TOLABO×1DKシリーズ」を効率的に発表及
びPRする手段として、まずは首都圏エリアで
のファッションの合同展示会である
「rooms」に出展し、情報発信を図った。更
に、中心市街地へのジュエリーの集積を図る
とともに、甲府のジュエリーの認知度を高め
ることを目的として、認定品を中心とした展
示及びチラシ配布などのPRを行った。

②「甲府市中心市街地空き店舗活用事業補助
金交付要綱の一部改正」
・ジュエリー・クラフト関連店舗の集積及び
若手クリエーターの出店支援を図るため、ク
ラフト系店舗集積エリアを設定し、その集積
エリア内でジュエリー・クラフト関係の商品
を製造・販売する者に対して、補助率を引き
上げる内容へと平成27年11月1日に補助金交
付要綱の一部を改正した。
 
③「中心市街地にジュエリー・クラフト関連
店舗を集積させるための拠点店舗の整備」
・平成27年11月に、オリオンスクエア内の空
き店舗を活用した、拠点店舗のリノべーショ
ン、出展者の選定、平成28年度以降の運営プ
ランの作成業務について、公募型プロポーザ
ル方式により民間事業者に委託した。
・上記拠点店舗は平成28年4月1日にプレオー
プン、同年4月2日にグランドオープン予定。

　オリオンスクエア内の空き店舗の活用な
ど、ジュエリー関連店舗の集積による産業の
振興を図る。
※山梨大学と連携したスパークリングワイン
の開発業務委託についても、この項目に取り
込んでいく。

・平成27年5月12日、山本副市長を首都圏広
報官に市長が選任した。
・首都圏広報官チームが設置され、平成27年
5月12日、「第1回首都圏広報官チーム会議」
を開催した。また、年度末までに7回会議を
開催し、組織横断的に取組を行った。
・首都圏広報官チームのプロジェクトとし
て、「甲府スポーツビューロ」を設置し、平
成27年7月30日、「甲府スポーツビューロ マ
ネジメント・ボード第1回会議」を開催し
た。また、「甲府スポーツビューロ アス
リート・ボード会議」を含め、全3回の会議
を開催し、今後の取組について意見交換等を
行った。
・「全国将棋サミット2015」が平成27年8月2
日に天童市で開催され、首都圏広報官と首都
圏広報官チーム（教育部）が参加し、「将棋
の日」の誘致活動とともに本市のPRを行っ
た。
・エフエム甲府のラジオ番組「こちら甲府ス
ポーツビューロ」の放送を平成27年10月6日
に開始（毎週火曜日10分間の生放送）し、ス
ポーツを通じて認知度の向上を図った。
・平成27年11月30日、甲府スポーツビューロ
のホームページを公開した。

　今後の取組内容について、検討を進める。
　また、「シティプロモーション戦略プラ
ン」の見直しを図り、効果的なシティプロ
モーション活動を全庁的に推進していく。

12
（３）
「くらし潤うまち」を創る

「首都圏広報官チーム」によるシティ
プロモーション活動の推進

　首都圏広報官チーム（注４）を中心に、首
都圏などを重点的なターゲットとしたシ
ティプロモーション活動の一層の推進や、
市長のトップセールスの積極的な展開など
効果的な戦略を図る。
また、新たな視点に立った首都圏などでの
シティプロモーション活動も視野に入れる
中で、早期に「シティプロモーション戦略
プラン」の見直しを図る。

（注４）首都圏広報官チームは、首都圏を中心にシティ
プロモーション活動を戦略的に展開する職員により構
成。

準備・実施 推進 推進

実施（３）
「くらし潤うまち」を創る

ジュエリー関連企業の集積による産業
の活性化と雇用対策

　ジュエリー関連企業の集積による産業の
振興を図るため、甲府ブランド認定制度等
を活用した新たな商品開発の促進や購買力
を高める取組を推進するとともに、若手ク
リエイターの出店を支援することにより、
若者の雇用の拡大を図る。

準備・実施 推進 推進 推進

実施
2-1-9
シティプロモーション事業費

2,211 推進

実施
7-1-2

①地場産業振興対策事業費
　中心市街地商業等活性化事業費

②・③中心市街地商業等活性化事業費

　　①1,590

　　②4,000千円

　　③　-

推進

主要
7-1-2
①地場産業振興対策事業費

主要
7-1-2
②中心市街地商業等活性化事業費

①4,222

②8,000

推進 推進
産業部
商工課

都市戦略室
シティプロモーション課

主要
2-1-9
シティプロモーション事業費

12,099 推進 推進

準備・実施 準備・実施 推進13
（３）
「くらし潤うまち」を創る

中心市街地の居住・定住化などの促進

➢まちなか不動産バンク事業の充実
➢ＬＬＣまちづくり甲府と連携したま
ちなか再生事業の推進
➢中心市街地駐車場の利便性向上施策
の構築
➢遊休不動産のリノベーション事業の
推進
➢中心市街地定住促進事業補助制度の
拡充
➢甲府銀座ビルの再整備事業及び周辺
環境の整備
➢甲府市中心市街地活性化基本計画区
域内における高度利用地区内の新築耐
火建築物に対する税負担の軽減
　　　　　　　　　　　　　　ほか

　中心市街地活性化基本計画に基づき、多
様な主体との効果的な連携など幅広い視点
に立った包括的な施策を展開し、居住・定
住化などの促進を図るとともに、税制の支
援に努めるなど中心市街地の拠点を再生
し、その効果を周辺へ波及させる。

準備・実施

14

3



平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成２７年度 主な実績等 課題等 主な実績等に伴う事業名等 平成２７年度実績額
（単位：千円）

平成２８年度 平成２８年度の予定 平成２８年度に実施予定の事業名等 平成２８年度当初予算額
（単位：千円）

平成２９年度（予定） 平成３０年度（予定）

所管部・課NO.

執行計画（平成２７年６月現在）

基本政策 施策・事業等の名称
※➢は、関連する施策・事業

概要

主な実績等と今後の予定

実施
7-1-2
①中心市街地商業等活性化事業費

①創業支援事業計画
　今後も、担当者会議を定期的
に行うとともに、創業希望者の
ニーズに的確に対応できるよう
創業支援事業者と連携を図る。

準備

②甲府市産業振興検討委員会の1回目を平成
27年11月9日、2回目を平成28年2月9日、3回
目を平成28年3月17日に開催し「中小企業・
小規模企業振興条例（仮称）」の内容につい
て検討を行い、条例骨子を作成した。
　また、検討における基礎調査の1つとして
「甲府市内事業者アンケート」を平成27年12
月7日から平成27年12月25日にかけて実施し
た。

経常
7-1-2
②産業立地等推進事業費

②1,133 実施

②「中小企業・小規模企業振興
条例（仮称）」
　今後は、パブリックコメント
を実施するとともに、条例に基
づく基本的な施策についての具
体的な検討を進める。 主要

②商工業推進事業費
　　　　②377

17
（３）
「くらし潤うまち」を創る

「甲府大好きまつり」の魅力の向上

　開府５００年やリニア（注５）時代の到来
を見据え、市民ニーズや観光客のニーズの
多様化に考慮した より質の高い、魅力ある
まつりへの転換を図る。

（注５）リニア中央新幹線の略（以下「リニア」とい
う）。
リニア中央新幹線は、東京－大阪間を最速約５００ｋｍ
／時で結ぶ新たな新幹線であり、平成３９年（２０２７
年）の東京－名古屋間の開業を目指して、本格的な準備
が始まっている。

準備・推進 準備・推進 準備・推進 準備・推進 準備

　「甲府大好きまつり」の在り方や開催につ
いて検討を行う「甲府大好きまつり検討委員
会」を設置した。検討の結果、平成28年度以
降は自治会連合会を中心として幅広い世代の
市民が参加する祭りとして開催し、会場は駐
車場や大勢の市民が参加できる会場として小
瀬スポーツ公園とした。また、併せて甲府市
農林業まつりと同日開催としていくこととし
た。（平成27年度は例年どおり中心街を中心
に開催した）
　一方、甲府大好きまつりとは別に、観光客
が集客できる祭りを、新たに夏に開催するこ
ととした。

　「甲府大好きまつり」や、「サマーフェス
ティバル」の実施内容の精査など、本市に
とって効果的な取組を推進する。

実施
7-1-3
まつり推進事業費

8,000 実施

　新たな祭りの開催方法につい
ては、公募型プロポーザルによ
り企画・運営事業者について広
く民間から募る中で選定を行
う。（開催時期は、8月11日の祝
日「山の日」の予定）

主要
7-1-3
まつり推進事業
①甲府大好きまつり
②（仮称）サマーフェスティバル

17,000
推進 推進

産業部
観光課

18
（３）
「くらし潤うまち」を創る

「山の日」の活用

　平成２８年から８月１１日が「山の日」
として、祝日に制定されたことから、環境
保全活動を通じた山や森林の役割、自然の
恩恵について見つめ直す機会を創出すると
ともに、快適な登山環境の整備に努め、自
然を愛する登山愛好者などを呼び込んでい
く。

準備 実施 推進 推進 準備

・記念登山に向け著名人との事前交渉を行っ
た。
・各山岳連盟と今後の取組方法や活動内容及
びスケジュールについて協議を行った。

　「山の日」の実施内容の精査など、本市に
とって効果的な取組を推進する。

― ― 実施

　平成28年度に山の日国民の休
日制定記念登山を実施する。

一般
6-2-2
森林林業普及啓発事業

1,485 推進 推進 産業部
林政課

準備

　開府500年の関連事業として庁内から提案
された事業を集約し、事業内容などの精査を
行い、平成28年度に実施する関連事業（案）
の選定を行った。また、事業全体の実施体制
やスケジュール等についての検討を行うとと
もに、記念事業に係る企画広報業務の委託に
向けた準備を行った。

　推進体制やスケジュールなどの詳細につい
て確定するとともに、開府500年や信玄公生
誕500年までを見据えたイベント等について
も検討を進めていく。

― ― 準備

　今後も、平成31年の開府500年
や平成33年の信玄公生誕500年に
向け、効果的な取組を推進して
いく。 主要

2-1-9
こうふ開府500年記念事業費

18,935 準備・実施 実施
企画部

開府５００年
事業計画課

推進

・7月24日に史跡武田氏館跡保存整備委員会
専門委員会を開催し、修理工事について協議
するとともに、学術的見地より指導をいただ
いた。
・2月25日、3月25日に武田氏館跡活用庁内検
討委員会を開催し、整備計画・ガイダンス施
設整備について協議した。
・武田氏館跡西曲輪第4次修理工事（整備面
積770㎡）を実施した。
・総合案内所について、基本・実施設計の策
定に向け調査・研究を行った。

　開府500年を見据えた計画的かつ着実な事
業の推進を図る。

実施
10-7-2
史跡武田氏館跡整備事業費

127,653 推進

　今後は、「史跡武田氏館跡第2
次整備基本計画」に基づき実現
可能な計画へと見直しを図ると
ともに、総合案内所の平成31年3
月完成を目指す。

主要
10-7-2
史跡武田氏館跡整備事業費

158,128 推進 推進
教育部

生涯学習文化課

準備

甲府城周辺地域の整備
・「甲府城周辺地域活性化基本計画検討委員
会」
　平成27年 8月10日第1回検討委員会の開催
　平成27年10月31日第2回検討委員会の開催
　平成27年12月24日第3回検討委員会の開催
　平成28年 2月20日第4回検討委員会の開催
　平成28年 3月 3日地元自治会説明会
・上記4回の検討委員会を経て、基本計画
（案）の策定における取組を行った。

　甲府税務署跡地や社会教育センター跡地な
どの有効活用について、県と協議を進めるな
ど、実施計画を策定していく。

実施
8-3-1
都市基本計画推進事業費

10,400
準備

　今後、パブリックコメントを
行い、基本計画（案）を策定
し、平成28年度には、より詳細
な実施計画を策定する予定。

主要
8-3-1
甲府駅南口周辺地域修景計画整備事業
費

9,000
準備 準備

建設部
都市計画課

準備

まちなか回遊道路の整備 　開府500年までに整備が完了できるよう計
画的な整備を進める。 実施

8-3-3
甲府駅周辺拠点形成事業費

6,480 準備

　今後は、用地買収・道路工
事・踏切工事等を順次行い、平
成31年度実施予定。

主要
8-3-3
甲府駅周辺拠点形成事業費

130,000 準備 準備
建設部

区画整理課

（再掲） 準備

遊亀公園および附属動物園の整備
・平成27年6月24日に第１回甲府市遊亀公
園・附属動物園策定委員会を開催し、計6回
の策定委員会による検討を経て、甲府市遊亀
公園・附属動物園整備計画（案）をまとめ、
2月3日に市長へ報告した。

　開府500年に向けて、遊亀公園及び附属動
物園の整備計画を策定していく。

実施
8-3-6
動物園整備事業費

9,612 準備

　今後は、引き続き地域住民へ
計画案の説明を行う中で、パブ
リックコメントを実施し計画を
策定する。また、整備に関わる
事業手法についても併せて検討
していく。

主要
8-3-6
動物園整備事業費

3,524
（事業手法を決定後、補正

予算を要求する予定）
準備 実施

建設部
公園緑地課

20 （３）
「くらし潤うまち」を創る

甲府市公共サインの統一

　開府５００年を迎えるにあたり、来訪者
が安全で円滑に移動ができるよう自然景観
や歴史景観に配慮した、わかりやすく統一
感のある公共サインの設置を推進する。

準備 準備 実施 推進

準備

・平成27年11月20日
　甲府市公共サイン計画策定庁内検討会議設
置要綱の策定
・平成27年12月18日
　第一回甲府市公共サイン計画策定検討会議
を開催し計画策定の目的及び今後の予定など
について会議を行った。
・平成28年3月24日
　各担当課で所管している公共サインの調査
を行い、その結果について分析し、課題を抽
出して基本方針（案）を策定した。

　計画策定後の取組内容について、検討を進
めていく。

実施
8-3-1
都市基本計画推進事業費

2,644
準備

　平成28年度は3回の検討会議を
予定しており、平成27年度で承
認を受けた基本方針に基づき、
基本理念の方向づけ、素案、原
案の決定へ向け議論を進めてい
き、パブコメ、市長決定を経
て、平成28年度中の決定を目指
す。

主要
8-3-1
景観まちづくり推進事業費

5,619
実施 推進

建設部
都市計画課

　「中小企業・小規模企業振興条例（仮
称）」の策定や、「創業支援事業計画」に基
いた取組を促進し、産業の育成や雇用の拡大
に繋げる。

産業部
商工課

推進推進

実施

（３）
「くらし潤うまち」を創る

「開府５００年」や「信玄公生誕５０
０年」を見据えた「歴史物語都市こう
ふ」の推進

➢武田氏館跡を中心とした史跡・文化
財等の整備
➢甲府城周辺地域の整備
➢まちなか回遊道路の整備
➢遊亀公園及附属動物園の整備
　　　　　　　　　　　　　　　ほか

　開府５００年（平成３１年）や信玄公生
誕５００年（平成３３年）を迎えるにあた
り、武田三代をはじめ、小江戸文化や明治
期の近代化など重層的で多様な歴史・伝
統・文化を振り返り、市民がより一層、我
がまちを誇りに感じ愛着を深められるよう
一体的な意識の醸成を図り、この節目を祝
うとともに、本市の輝かしい未来に向かっ
て、想いを共有できるような機会を創出す
る。
また、魅力発信の好機として効果的なシ
ティプロモーション活動を展開するととも
に、武田氏館跡を中心とした史跡・文化財
などについても着実な整備を進め、「歴史
物語都市こうふ」の実現に向けた全庁的な
取組を推進する。

➢事業戦略やスケジュールなどに関する基本
方針の策定

準備・推進 準備・推進 準備・推進 準備・推進

（３）
「くらし潤うまち」を創る

「中小企業・小規模企業振興条例（仮
称）」の制定や「創業支援事業計画
（仮称）」の策定による産業の育成と
雇用の拡大

　中小・小規模企業や創業者の支援等につ
いて実効性のある条例の制定や計画を策定
し、創業をはじめ、経営の永続や成長、拡
大など各段階に応じた産業の育成や雇用の

拡大を図る。

準備・実施 推進 推進

19

　　　　①8,000

16
（３）
「くらし潤うまち」を創る

甲府が誇れる地域資源を活かした観光
振興や誘客促進

　豊かな「自然」や重層的な「歴史」・
「文化」など各分野で、甲府が世界に誇れ
る多様な地域資源の効果的なプロモーショ
ンを行うとともに、その推進体制を強化
し、観光の振興や交流人口の増加を図る。

準備・実施 推進 推進 推進 実施

①着地型観光整備推進事業
・平成27年10月3日モニターツアー「ワイン
列車」実施
・平成27年11月15日モニターツアー「ワイ
ン・ジュエリー列車」実施
・平成27年12月5日～平成28年3月31日「戦国
宝探しゲーム」
・平成28年2月26日～29日モニターツアー
「コタツで夜景」実施

②無料Wi‐Fi設置推進事業
・平成27年度の設置数（申込分含）145箇所
（2月末見込み）
・平成27年7月18日～9月30日　無料Wi‐Fiス
タンプラリーイベント（参加者5,176人）

③観光プロモーション事業
・平成27年11月17日～23日　インドネシア観
光トップセールス
・平成28年1月下旬　甲府市観光パンフレッ
トリニューアル
・平成28年1月25日　スペシャルポータルサ
イト「甲府でしかできない50のこと」開設
・平成28年3月1日　観光PR特設ホームページ
「信玄公リターンズ」開設
・平成28年3月14日～17日　インドネシア旅
行会社との観光マッチング事業

　事業の検証を進めるとともに、店舗等にお
ける外国人などの観光客等の受入体制の促進
を図っていく。

実施
7-1-3
観光開発事業費

①平成27年10月2日付けで産業競争力強化法
に基づく創業支援事業計画について国の認定
を受けた。これにより、創業支援体制の強化
とスムーズな創業を目指し、創業希望者が創
業に至るまでの総合的な支援を行っている。
また、平成28年2月15日に第1回担当者会議を
行った。これまでに、特定創業支援事業によ
る支援を受けたことの証明を2者に対して発
行した。

①甲府市中心市街地空
き店舗活用事業補助金
（平成27年度実績　12件）

　4,201

推進
主要
7-1-2
①中心市街地商業等活性化事業費

推進15

①着地型観光整備推進事業
　平成28年度においては今年度
のアンケート等の分析を踏ま
え、引き続き本市の観光資源を
生かしたワイン列車等のモニ
ターツアー等の着地型観光を推
進していく。

②無料Wi‐Fi設置推進事業
　平成28年度以降においても関
係機関と連携して無料Wi‐Fiの
整備推進を図るとともに、Wi‐
Fi設備を活用した集客イベント
を実施していく。

③観光プロモーション事業
　平成28年度においては今年度
と同様に、ターゲットを明確に
した中で郷土の英雄「武田信
玄」・「国産ワイン発祥の
地」・日本一の集積を誇る
「ジュエリーのまち甲府」を柱
としたブランディングを行い、
その他の地域資源については、
これらとの組み合わせによるプ
ロモーションを実施していく。

推進
産業部
観光課

・15,990
・繰越明許費　68,120

推進

主要
7-1-3
観光開発事業費
①着地型観光整備推進事業
②無料Wi‐Fi設置推進事業
③観光プロモーション事業

21,945 推進

4



平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成２７年度 主な実績等 課題等 主な実績等に伴う事業名等 平成２７年度実績額
（単位：千円）

平成２８年度 平成２８年度の予定 平成２８年度に実施予定の事業名等 平成２８年度当初予算額
（単位：千円）

平成２９年度（予定） 平成３０年度（予定）

所管部・課NO.

執行計画（平成２７年６月現在）

基本政策 施策・事業等の名称
※➢は、関連する施策・事業

概要

主な実績等と今後の予定

　今後は、更に検討を深め、平
成28年度末を目標に基本構想を
策定する。

22 （３）
「くらし潤うまち」を創る

交通ネットワークの構築

　ＪＲ甲府駅とリニア新駅の連結や、新山
梨環状道路など県内の各地域の拠点間を高
い速達性をもって接続する幹線と、地域内
をきめ細かに巡る地域内交通の役割分担を
明確にし、両者を拠点などで接続すること
で、広域的で利便性の高いネットワークを
構築する。

準備・実施 準備・実施 推進 推進 準備

　平成27年8月27日、平成28年1月27日に開催
された山梨県の「甲府盆地南西地域バス路線
検討会」に参加し、バス交通ネットワーク再
生計画における地域の拠点幹線路線について
協議した。

　本市の課題や考えを十分に反映できる利便
性の高い交通ネットワークの構築に向けた取
組を推進する。

― ― 準備

　平成28年度には、運行に向け
バス事業者、市町村との協議、
調整を行った後、バス交通ネッ
トワーク再生計画が策定される
予定である。 ― ― 準備 準備

企画部
交通政策課

23
（４）
「市民の声を原点とした市政」を創
る

「よっちゃばれ放談会」の開催

　市長自らが、若者や女性をはじめ幅広い
世代の市民や各種団体から生の声を聞き市
政の発展に活かすとともに、市民の市政へ
の関心を高め、参画と協働によるまちづく
りの推進を図る。

準備・実施 推進 推進 推進 実施

　年間テーマを「子育て支援の充実」と定
め、4回開催した。
　なお、各回ごとにサブテーマを定め、関係
する団体の方々に参加いただき意見交換を行
うとともに、第4回は年間テーマに対し広報
等による公募にて参加者を募った。
・平成27年 6月29日、第1回「子育てに関す
る保護者の希望や悩み」
・平成27年 8月20日、第2回「地域での子育
て支援活動」
・平成27年11月16日、第3回「放課後の子ど
もの居場所づくり」
・平成28年 2月21日、第4回「子育て支援の
充実」

　平成28年度に開催予定の「まちづくりを語
る会」との同時実施について、所管課と検討
を進める。

経常
2-1-5
公聴活動費 11

推進

　今後についても、引き続き、
市民の市政への関心を高められ
るよう、「よっちゃばれ放談
会」を開催していく。

主要
2-1-5
公聴活動費

81 推進 推進
市民部

協働推進課

24
（４）
「市民の声を原点とした市政」を創
る

「甲府市地域創生戦略会議（仮称）」
の設置

　地域を担う産業界・国等関係機関・教育
機関・金融機関・メディア等で構成する
「甲府市地域創生戦略会議（仮称）」にお
いて、地域の現状や実態などについて共通
認識を図るとともに、各種課題を克服する
ための意見や提案、更には、実効性のある
新たな施策展開などの審議・検討を得る中
で、民間の活力を効果的・効率的に活用し
た行政運営を推進する。

準備・実施 推進 推進 推進 実施

　「甲府市地域創生戦略会議」を設置し、
「甲府市総合戦略」等の策定に向け、民間活
力等を活用した人口減少対策に資する施策・
事業等の検討を行うとともに、本市総合戦略
等の具体内容について審議を得た。
※第1回戦略会議（平成27年10月16日）、第2
回戦略会議（平成28年2月19日）、第3回戦略
会議（平成28年3月23日）
※分科会（平成27年11月15日、平成28年2月4
日）、勉強会（平成27年6月5日、7月28日）

　産学官金労言すべての主体が一体となった
人口減少対策を推進していく。

経常
2-1-9
人口ビジョン・総合戦略策定事業費

繰越明許費 338 推進

　今後は、総合戦略の進行管理
をPDCAサイクルを活用し、実施
するとともに、新たな発想に基
づく、効果的な施策・事業等の
推進主体（実施主体）となり、
本市の人口減少の克服と地方創
生に取り組む。 一般

2-1-9
新事業形成費

462 推進 推進
企画部
企画課

25
（４）
「市民の声を原点とした市政」を創
る

「２０２７年みらい委員会（仮称）」
の設置

　リニア開業の２０２７年を見据え、県内
外の各分野で活躍している方々から本市の
発展に向けた未来志向の意見を市長が伺う
機会を設け、市政の推進に新たな発想や理
念を取り入れる。

準備・実施 推進 推進 推進 実施

・平成27年10月5日、「2027年こうふ未来委
員会」委員委嘱状交付式を執り行い、6名を
委嘱した。
・平成27年10月5日及び平成28年1月26日に
「2027年こうふ未来委員会」を開催し、未来
のまちづくりに関する意見を市長が直接伺っ
た。
・平成28年3月18日、中村座長から市長へ
「2027年こうふ未来委員会」の報告書を提出
した。

　今後の未来委員会の人選はもとより、未来
委員会の意見を本市のまちづくりにどのよう
に活かしていくか協議を進める。

経常
2-1-1
市長室経費

428 推進

　今後は、様々な意見を聴取す
るため、新たな委員の選考も検
討する中で、引き続き、未来志
向の意見を市長が直接伺う機会
を設ける。

一般
2-1-1
市長室経費

492 推進 推進
市長室
秘書課

　平成28年度は、庁内において
中核市移行準備に伴う組織が整
備されることから、より一層、
迅速かつ計画的に作業を進める
と共に、市民等に対しての丁寧
な周知・説明を行っていく。

27
（５）
「国や県とのネットワークを活かし
た市政」を創る

人口減少対策の戦略的な推進

　「甲府市人口減少対策戦略本部」による
全庁的な取組を推進するとともに、国や県
などと連携を図りながら、本市の人口減少
対策に資する効果的な施策を戦略的に推進
し、人口減少問題を克服する。

準備・実施 推進 推進 推進 実施

　「甲府市人口減少対策戦略本部」におい
て、「甲府市人口ビジョン」、「甲府市総合
戦略」を平成28年3月に策定した。
※第1回戦略会議（平成27年10月16日）、第2
回戦略会議（平成28年2月19日）、第3回戦略
会議（平成28年3月23日）
※検討会議（平成27年11月27日、平成28年1
月25日、2月10日）
　専門部会（平成27年6月3日、平成28年1月
21日、2月8日）

　総合戦略に掲げた施策・事業の進行管理を
着実に行い、人口減少対策に資する取組を積
極的かつ効果的に進める。

経常
2-1-9
人口ビジョン総合戦略策定事業費

経常
2-1-9
新事業形成費

繰越明許費 8,277

1,188
推進

　平成28年度以降は、この戦略
に基づき、「甲府市人口減少対
策戦略本部」が中心となり、人
口減少対策を重点的かつ集中的
に展開する。（戦略期間：平成
31年度）

一般
2-1-9
新事業形成費

平成27年度補正
（こうふフューチャーサーチ）
　（加速化交付金）

　　 240

　　 繰越明許費 41,510
推進 推進

企画部
企画課

28
（５）
「国や県とのネットワークを活かし
た市政」を創る

空き家対策の推進

　管理不全な空き家や利活用が可能な空き
家への対策など総合的な対策を講じるとと
もに、山梨県が設置した空き家対策市町村
連絡調整会議など県と連携した取組につい
ても推進する。

準備・実施 推進 推進 推進 準備

　「空家等対策の推進に関する特別措置法」
や「国の空家等対策に係る基本方針」等を踏
まえ、庁内に「甲府市空家等総合対策検討委
員会」を立ち上げ、検討委員会内に設置した
3つの部会において本市における空家等対策
の基本的な方針や取組について検討を重ね、
「空家等対策に係る基本計画（素案）」を作
成した。

　「空家等対策に係る基本計画」を策定する
とともに、各課の役割分担を明確化し、本市
の空き家対策を効果的に進めていく。

経常
2-1-9
人口ビジョン・総合戦略策定事業費

繰越明許費 11 実施

　今後は、「基本計画（素
案）」について、「(仮称)空き
家対策条例」と併せて更に協
議・検討を加え、早期の策定を
目指して取り組んでいく。

― ― 推進 推進
企画部
企画課

26
（５）
「国や県とのネットワークを活かし
た市政」を創る

中核市への移行

　地方自治法の改正（注６）を踏まえ、地方
分権の更なる推進や一層の市民サービスの
向上など県都としての中心的な役割を担う
ため、平成３１年４月の中核市移行に向け
た取組を着実に推進する。

（注６）平成２６年５月の地方自治法の改正により、人
口要件などが緩和され、平成３１年度末までの間、本市
も中核市への移行が可能となった。

準備・推進

一般
2-1-9
公共交通体系整備推進事業費

8,549

1,500

1,720

準備・推進

21
（３）
「くらし潤うまち」を創る

リニアを活用した「国際交流都市甲
府」の実現

　リニア開業の効果を本市のまちづくりに
活かすため、リニア新駅近郊のまちづくり
ビジョンを策定するとともに、リニアを活
用した「国際交流都市甲府」の実現を目指
す。

準備・推進 準備・推進 準備・推進 準備・推進 準備

・庁内の｢甲府市リニア活用推進委員会｣を開
催し、｢(仮称)甲府市リニア活用基本構想｣の
策定方針を定めた。
・コンサルへの業務委託契約を締結し、市民
アンケート調査を実施するとともに、各種会
議の支援や資料作成を依頼した。
・各部局に対し、リニア開業の効果や影響等
について調査を行い、｢幹事会｣を開催し調査
結果を基に、基本構想の方向性について検討
した。
・外部の｢甲府市リニア活用策検討委員会｣を
開催し意見を聴くとともに、｢地域部会｣を開
催しワークショップ形式で地元の意見を整理
した。
・検討委員会等の意見や調査結果などを参考
に、基本構想の検討ポイントを整理した。

※開催実績
・甲府市リニア活用推進委員会(平成27年5月
26日､6月24日､8月27日､9月14日)
　幹事会(平成27年11月17日､平成28年1月14
日､2月15日)
・甲府市リニア活用策検討委員会(平成27年
11月26日､平成28年1月26日､2月24日)
　地域部会(平成27年10月28日､11月25日､平
成28年1月15日､2月5日)

　リニア開業の効果を十分に活かせるよう基
本構想の策定に向けた取組を進める。

経常
2-1-9
公共交通体系整備推進事業費

15,606 準備

準備 準備

都市戦略室
中核市推進課

福祉保健部
保健所設置担当課長

　保健所設置に向けた取組をはじめ、県との
人事交流など、スケジュールに沿った着実な
取組を進めるとともに、本市が中核市になる
意義を市民に周知していく。

経常
2-1-9
新事業形成費 451 準備

主要
2-1-9
中核市移行推進事業費

一般
4-1-1
保健所準備費

準備 準備
企画部

リニア政策課

準備・推進 準備・推進 準備

  平成27年5月開催の庁議における「中核市
移行にあたっての基本的な考え方」の了承以
降、庁内的には中核市移行推進本部をはじ
め、行政部会や保健所設置部会において、ま
た、県との関係においては、県・市協議会や
幹事会、ワーキンググループにおいて、移行
に向けた移譲事務や保健所のあり方等の協議
を重ねた。なお、甲府広域圏内の市・町に対
しては、市長の移行表明後、担当課長会議に
おいて中核市移行の説明を行った。
  現在、各ワーキンググループにおいて県か
ら提示された移譲事務の内容について、精力
的に調整作業を進めているところである。
  また、保健所に関しては、福祉部を中心に
県（福祉保健部・中北保健所）との詳細な協
議を行っており、保健所設置基本構想（案）
の策定に向けて精査している。
　
【経過】
・平成27年 5月14日：庁議において「中核市
にあたっての基本的な考え方」の了承
・平成27年 7月 2日：第1回 甲府市中核市移
行推進本部開催
・平成27年 8月10日：市長から県知事への協
力要請
・平成27年 8月20日・24日：第1回 中核市移
行庁内検討部会開催
・平成27年 8月28日：第1回 山梨県・甲府市
（事前）幹事会開催
・平成27年10月29日：第1回 山梨県・甲府市
協議会開催

5



平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成２７年度 主な実績等 課題等 主な実績等に伴う事業名等 平成２７年度実績額
（単位：千円）

平成２８年度 平成２８年度の予定 平成２８年度に実施予定の事業名等 平成２８年度当初予算額
（単位：千円）

平成２９年度（予定） 平成３０年度（予定）

所管部・課NO.

執行計画（平成２７年６月現在）

基本政策 施策・事業等の名称
※➢は、関連する施策・事業

概要

主な実績等と今後の予定

準備

　市内に住所を有し、鉄道を利用して遠距離
通勤をする者に対し、定期券購入費の一部を
補助するための制度を構築し、平成28年4月
から開始することとした。

　制度の普及啓発に努めるとともに、制度の
効果を検証していく。

― ― 実施

　今後は、市ホームページや広
報などに制度の内容を掲載する
とともに、市内の大学に対して
チラシの配布を行い、周知を図
る。

一般
2-1-9
在来鉄道の利便性向上事業費

2,400 推進 推進
企画部

交通政策課

　今後も、引き続きやまなし暮
らし支援センターと連携する中
で、移住・定住施策を促進する
とともに、サテライトオフィス
の誘致も視野に入れた移住・定
住施策等を検討していく。
　また、東京都有楽町の「やま
なし暮らし支援センター」等と
の連携強化を図るとともに、引
き続きセミナーの開催やフェア
等への参加、新たな本市におけ
る体験型イベントの実施など、
主に東京圏からの移住・定住を
促進する。

　今後は、引き続き、甲府大使
に相応しい方に委嘱し、本市の
認知度の向上や定住・交流人口
の促進を図る。

・「リニア駅周辺整備連絡調整
会議｣
　今後も、随時、協議や検討を
行い、県や市町との連携を図っ
ていく。

・「リニア中央新幹線駅設置自
治体連携協議会」
　今後は、円滑な事業推進のた
め、情報共有や課題の検討、要
望活動などを行っていく。

準備

　本市における木質バイオマスのエネルギー
活用策についての調査・検討を行った。
・平成27年7月16日、第1回木質バイオマスエ
ネルギー利用推進庁内検討会議実施
・平成27年8月28日、第2回木質バイオマスエ
ネルギー利用推進庁内検討会議実施
・平成28年1月29日、第3回木質バイオマスエ
ネルギー利用推進庁内検討会議実施

― ― 準備

　今後は、外部事業者との協議
の場を設け、併せて事業可能性
調査を実施し、事業化を目指
す。

主要
4-1-5
地球温暖化対策事業費

8,133 実施 推進

実施

　南西中学校、国母小学校の屋内運動場（屋
根）を利用しての民間活力による公共施設へ
の太陽光発電導入事業を実施。 ― ― 推進

　今後については、候補対象施
設と協議をしながら、設置を進
めていく。 ― ― 推進 推進

実施
　太陽エネルギー体験教室の開催
・市内小学校　11校　731人

実施
4-1-5
地球温暖化対策事業費

117 推進
主要
4-1-5
地球温暖化対策事業費

125 推進 推進

実施
　市民立協働発電事業助成金
・山城地区市民立共同発電所設置運営委員会

実施
4-1-5
地球温暖化対策事業費

152 推進
主要
4-1-5
地球温暖化対策事業費

152 推進 推進

実施

　温暖化対策導入促進助成金
・太陽光発電システム   236件
・高効率給湯器　　     255件
・木質ペレットストーブ   8件

実施
4-1-5
地球温暖化対策事業費

10,821 推進
主要
4-1-5
地球温暖化対策事業費

16,450 推進 推進

33
（６）
「常に成長を続ける市政」を創る

「自助・共助・公助」の連携を強化し
た防災・減災対策の推進

　「甲府市防災アクションプラン２０１
５」を策定するとともに、プランを活用し
た実効性の高い取組の実施など、「自助・
共助・公助」の連携を強化した防災・減災
対策を推進する。
また、大規模災害時に円滑な対応ができる
よう、体制の整備や資機材・物資の備蓄な
ど平常時から計画的な取組を進める。

準備・実施 推進 準備・実施 推進 実施

　平成27年度中に「甲府市防災アクションプ
ラン2015」を策定した。また備蓄非常用食料
の見直しに基づき、指定避難所の防災倉庫
に、住居制約者の2日分の配備を本年度完了
した。

　平成27年度に策定された「危機管理指針」
についても重視する中で、組織横断的な取組
を推進していく。

実施
9-1-3
防災対策整備事業費

75,208 拡充

　平成28年度からは、更なる被
災者支援の拡充を目的に、現在
の2日分から3日分となる備蓄非
常用食料の備蓄計画を策定し、
平成31年度までに配備を完了す
る。

主要
9-1-3
防災対策整備事業費

70,110 拡充 拡充
危機管理室

防災課

32

　平成28年度に実施する木質バイオマスエネ
ルギー利用事業可能性調査など、自然エネル
ギーの有効活用はもとより、「稼ぐ」視点に
立った産業振興策についても、検討を進めて
いく。

（６）
「常に成長を続ける市政」を創る

クリーンエネルギーの普及・推進

　エネルギーの地産地消など本市の地域特
性を効果的に活用した地球温暖化対策を一
層推進するとともに、将来にわたって良好
な環境を創り、人々が快適な暮らしを享受
できる「低炭素社会」や「循環型社会」の
構築を図る。
また、環境保全の視点を取り入れた産業振
興施策についても推進していく。

準備・実施 推進 推進 推進

推進
企画部

地域振興課

推進

実施
2-1-9
移住・定住促進事業費

5,504 推進
主要
2-1-9
移住・定住促進事業費

6,180
推進

主要
2-1-9
シティプロモーション事業費

836 推進
実施
2-1-9
シティプロモーション事業費

30
（５）
「国や県とのネットワークを活かし
た市政」を創る

「甲府大使（仮称）」の創設

　首都圏広報官チームの活動と連動し、甲
府らしい特色のある「甲府大使（仮称）」
を任命し、国内外に対して本市のプロモー
ションを効果的に展開することにより、甲
府の認知度の向上や定住・交流人口の促進
を図る。

準備・実施 推進 推進 推進

経常
2-1-9
公共交通体系整備推進事業費

実施

推進

206 推進

（５）
「国や県とのネットワークを活かし
た市政」を創る

移住・定住（ＵＪＩターン（注７））の
促進

　やまなし暮らし支援センターとの連携を
はじめ、移住・定住相談員の設置や市内に
ある空き家等の有効活用など、首都圏を中
心に地方での暮らしを希望する方々を受け
入れるための取組を推進するとともに、Ｉ
Ｔ企業などのサテライトオフィスの誘致も
視野に入れた移住・定住人口の増加と地域
経済の活性化を図る。

（注７）大都市圏の居住者が地方に移住する動きの総称
のこと。
一般に、Ｕターンとは都市等で生活している人が、郷里
に戻って定住するという意味で使う。またＪターンとは
郷里までは戻らず途中あるいは同じ県内の都市などへ移
住すること。Ｉターンとは郷里以外の地方へ移住するこ

とをいう。

準備・実施 準備・実施 推進 推進

実施

推進 実施

・平成27年8月3日より、市役所6階まちづく
り課に移住・定住コンシェルジュを配置し
た。
・平成27年8月に移住希望者向けブログ・
フェイスブックの開設。動画・リーフレット
を作成した。
・平成27年9月6日に東京都有楽町のやまなし
暮らし支援センターにおいて「やまなし暮ら
しセミナー・甲府市」を開催した。
・平成27年9月13日に東京国際フォーラム展
示ホールにおいて開催された「第11回ふるさ
と回帰フェア2015」に参加した。
・平成27年11月15日に東京交通会館において
開催された「3県（静岡・長野・山梨）合同
セミナー」に参加した。
・平成27年12月4日にやまなし暮らし支援セ
ンターにおいて開催された「第7回やまなし
暮らしセミナー（山梨で働こう！）」に参加
した。
・平成27年12月18日に移住・交流情報ガーデ
ンにおいて開催された「地域の移住コンシェ
ルジュ対談ナイト」（対談相手は前橋市）に
参加した。
・平成28年1月17日にやまなし暮らし支援セ
ンターにおいて開催された「山梨県外国人向
け移住相談会」に参加した。
・平成28年2月2日に移住希望者向けホーム
ページを開設した。
・平成28年2月21日にウインクあいち1104会
議室において開催された「山梨移住セミナー
＆相談会in名古屋」に参加した。

　様々な移住・定住促進策の効果を検証し、
より効果的な手法を検討していく。

・甲府大使を創設し、平成27年7月24日、第1
弾として、スポーツ分野から佐藤優香選手、
堀米勇輝選手に委嘱の交付を行った。また、
ナゴヤドームにおいて、平成27年8月6日、高
橋周平選手に委嘱状の交付を行った。
・市ホームページに甲府大使のページを設
け、3名の成績等を随時更新した。（3月7日
現在　更新回数：40回）
・甲府大使として、堀米勇輝選手は、平成27
年11月8日、甲府市立図書館で一日館長を行
い、本市の認知度の向上やイメージアップを
図った。
・甲府大使として、佐藤優香選手は、平成27
年12月8日、エフエム甲府のラジオ番組に出
演し、本市の認知度の向上やイメージアップ
を図った。
・平成28年3月30日に第2弾として、文化芸能
分野から市川喜昇様、カロリーナ クリス
ティーナ ステチェンスカ様、鈴ノ木ユウ様
に委嘱した。

　甲府大使の効果的な活用策を検討し、本市
のシティープロモーションの更なる推進を図
る。

環境部
環境保全課

29

一般
2-1-9
公共交通体系整備推進事業費

182 推進 推進
企画部

リニア政策課

都市戦略室
シティプロモーション課

31
（５）
「国や県とのネットワークを活かし
た市政」を創る

リニア開業に向けた関係団体とのネッ
トワークの構築

　山梨県・甲府市・中央市が一層緊密な連
携をとれる体制を構築するため、「リニア
駅周辺整備連絡調整会議（仮称）」を設置
するとともに、リニア新駅設置都市との連
携についても強化を図ることにより、事業
を円滑に推進し、リニア開業の効果を最大
限に享受する。

実施 推進 推進

・「リニア駅周辺整備連絡調整会議｣
 リニア駅周辺の整備に関する各種の施策や
事業を一体的に展開していくため、関係行政
機関の連携の下に整備方針を検討する場とし
て、平成27年6月に設置し、随時協議を行っ
た。平成28年1月から昭和町が参加すること
となった。
　
　構成自治体：山梨県、甲府市、中央市、昭
和町
※開催実績
会議及び幹事会(平成27年6月9日)、事務局会
議(平成27年6月3日､平成27年6月22日､平成27
年8月4日､11月27日､平成28年2月8日)、土地
利用に係る打合せ会(平成28年3月15日)

・「リニア中央新幹線駅設置自治体連携協議
会」
 リニア駅を核としたリニア時代のまちづく
りの推進及びリニア中央新幹線建設工事への
対応のための連絡調整等を図るとともに、地
域間の連携を深めることを目的とし、平成28
年2月に要綱を制定し組織化を図り、これま
での連携をさらに強化した。
　
　構成自治体：相模原市、甲府市、飯田市、
中津川市、名古屋市
※開催実績(開催地)
平成27年5月28日(飯田市)、11月10日(中津川
市)、平成28年2月9日(名古屋市)

　県や周辺市町などと十分に協議を進め、リ
ニア駅周辺整備をはじめリニア開業の効果を
十分に活かせるよう、効果的な取組を推進し
ていく。
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平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成２７年度 主な実績等 課題等 主な実績等に伴う事業名等 平成２７年度実績額
（単位：千円）

平成２８年度 平成２８年度の予定 平成２８年度に実施予定の事業名等 平成２８年度当初予算額
（単位：千円）

平成２９年度（予定） 平成３０年度（予定）

所管部・課NO.

執行計画（平成２７年６月現在）

基本政策 施策・事業等の名称
※➢は、関連する施策・事業

概要

主な実績等と今後の予定

推進

・専門知識の習得と総合能力向上を図るた
め、専門研修機関への派遣を行った。
・資格取得助成制度、自己啓発助成制度を活
用し、職員の自己啓発意識を喚起し、資質の
向上を図った。
・職員の意識改革を図るため、「職員行動指
針」に基づく自発的行動を促した。
・職場研修や職場対話を積極的に行った。

　「甲府市人材育成基本方針（改訂版）」及
び「第2次甲府市人材育成実施計画」に基づ
き、短期間で効果的な研修を厳選するなど、
職員の資質の向上に努める。

実施
2-1-2
職員研修事業

10,264 推進

　今後については、「甲府市人
材育成基本方針（改訂版）」及
び「第2次甲府市人材育成実施計
画」に基づき、職員研修を充実
し、意欲と能力が高い職員を育
成して行く。 主要

2-1-2
職員研修事業

11,296 推進 推進
総務部

研修厚生課

推進

　「甲府市行政改革大綱（2013～2015）」に
基づき、一課一改革の取組を行い、職員、組
織の改革改善意識の醸成を図った。

　「甲府市行政改革大綱（2016～2018）」に
基づいた効率的で効果的な行政改革を推進し
ていく。

経常
2-1-9
企画部経費

460 推進

　平成28年度から平成30年度の3
年間は、新たに策定した「甲府
市行政改革大綱（2016～
2018）」に基づき、重点取組項
目を設定しながら、引き続き一
課一改革の取組を推進する。

一般
2-1-9
企画部経費

284 推進 推進
企画部

行政改革課

35 （６）
「常に成長を続ける市政」を創る

公共施設等マネジメントの推進

公共施設及びインフラ資産の全体の状況を
把握し、長期的な視点をもって、更新・統
廃合・長寿命化などを計画的に行うことに
より、財政負担を軽減・平準化するととも
に、本市の実情に合った公共施設等の最適
な配置を実現する。

実施 推進 推進 推進 実施

　平成28年3月に「甲府市公共施設等総合管
理計画」を策定した。

「（仮称）甲府市公共施設再配置計画」の着
実な推進を図っていく。

経常
2-1-9
公共施設等総合管理計画策定事業費

11,222 推進

　平成28年度は「（仮称）甲府
市公共施設再配置計画」の策定
等に取り組む。

主要
2-1-9
公共施設等マネジメント推進事業費

8,657 推進 推進
企画部

資産活用課

実施

　総合窓口における申請者情報
の自動入力機能
（平成28年11月サービス開始予
定）
〈総合窓口での自動入力〉 推進 推進

準備

　カードの独自利用を推進する
国の動向も踏まえ、他の独自利
用策についても情報収集や検討
を進めていく。

実施 推進

37
（６）
「常に成長を続ける市政」を創る

健全な職場風土の醸成

不祥事防止対策会議による全庁的な協議・
推進体制のもと、職員一人ひとりの危機管
理意識とコンプライアンス（注８）の徹底を
図ることにより、健全な職場風土を醸成
し、市民から信頼・期待される市政を推進
する。
　
（注８）法令遵守。また、法令だけにとどまらず、社会
の規範及びルールまで含めて遵守すること。

推進 推進 推進 推進 実施

・平成27年5月7日に平成27年度第1回不祥事
防止対策会議を実施し、「不祥事に対する原
因や対策についての対話の実施報告」、「新
たな取組み事項として、報告書の対策等に基
づく実践の実施の協議・指示」を行った。
・平成27年8月6日に平成27年度2回不祥事防
止対策会議を実施し、「福祉部非常勤嘱託職
員の飲酒運転について」の報告、「人事異動
に伴う職場研修（業務研修）」の実施報告を
行うとともに、「飲酒運転の根絶に係る取り
組み」について指示を行った。
・平成27年11月6日に平成27年度第3回不祥事
防止対策会議を実施し、「報告書の対策等に
基づく職場での実践」に対する実施報告を
行った。
・平成28年2月4日に平成27年度第4回不祥事
防止対策会議を実施し、「この一年間に起き
た教訓とすべき事件・事故についての対話の
実施」について支持を行った。

　研修等を通じて、職員が公務員としてのモ
ラルを改めて認識できるよう、継続的な取組
を進める。

― ― 推進

　今後についても引き続き、継
続的に不祥事防止対策会議を実
施する中で、職員の危機管理意
識の向上を図っていく。

― ― 推進 推進
総務部
人事課

36
（６）
「常に成長を続ける市政」を創る

個人番号カードの独自利用策の推進

番号法において、地方公共団体における個
人番号カードの独自利用が可能となってい
ることから、同カードの利用開始（平成２
８年１月）を踏まえ、本市独自の行政サー
ビス機能を付加することにより、同カード
の多機能化を進め、市民の利便性の向上を
図る。

準備・実施 推進 推進 推進 準備

・平成28年2月18日の第3回甲府市社会保障・
税番号制度推進会議において、平成28年度に
「総合窓口における申請者情報の自動入力機
能」、平成29年度に「各種証明書のコンビニ
交付サービス」の実施に向け、取組を進める
ことが確認された。
・平成28年2月25日の政策会議において、上
記内容が了承され、総合窓口における申請者
情報の自動入力機能については平成28年度予
算に計上し、議決を得た。

　コンビニ交付サービスに留まることなく、
市民サービスの向上に資する取組を積極的に
推進していく。

― ―

・総合窓口における申請者情報の自動
入力機能
（平成28年11月サービス開始予定）
〈総合窓口での自動入力〉
一般
2-1-13
情報システム事業費

・証明書のコンビニ交付サービス
（平成29年7月サービス開始予定）

8,049

コンビニ交付　－

総務部
情報課

推進 推進 推進34 （６）
「常に成長を続ける市政」を創る

市役所改革の一層の推進

　職務に対する高い意識や専門的な知識な
どを兼ね備えた総合力の高い職員を育成す
るとともに、各部局が組織横断的に一体と
なりチーム力を高めることにより、市民満
足度の高い施策を展開する。
　また、時代の潮流や市民ニーズなどを的
確に捉えた事業のスクラップ・アンド・ビ
ルドの考えのもと、効率的で効果的な事業
展開を図る。

実施
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